様式第N-16号（第6条関係）
様式第H-18号（第31条、第37条、第43条、第49条、第59条関係)
様式第B－6号（第6条関係）
型式認定等申請に際しての同意書
年月日
申請者名(事業者名)
　　　　　　　　　　　　　㊞
本申請に際し、下記事項について同意致します。
記
１．一般社団法人電線総合技術センター（以下「JECTEC」という。）が消防庁告示に基づく耐火・耐熱電線、JCSに基づく消防用電線等及びケーブル防災特性 (以下耐火・耐熱電線等という)の認定又は評定(以下認定等という)を実施するために必要な要求事項を遵守し、耐火・耐熱電線等の認定等、苦情の確認及び認定等試験へのオブザーバの参加等に必要な全ての手配を行う。
２．認定等証書は、記載された型式の区分の範囲についてのみ有効であり、有効な認定等証書が無い製品には、電線総合技術センター、認定等マークを表示しない。

３．認定等証書の交付を受けた製品が継続的に生産されるときは、当該製品は製品要求事項を継続的に満たす。
４．JECTECの評価を損なうような方法で認定等証書の使い方をしない。
５．JECTECが認めていない方法又は誤解を招く方法で認定等証書の交付を受けたことの表明をしない。
６．認定等マークの禁止等の指示があったときには、認定等証書の交付を受けていることに言及している全ての広告物の使用を中止する。
７．認定等証書の写しを他者に提供する場合には、証書の全部を複製する。
８．文書、パンフレット、宣伝、広告等の媒体で認定等証書の交付を受けていることに言及するときは、JECTECの求めに従っていただくことがある。

９．認定等マークの使用及び製品に関する情報について認定等スキームで定められた全ての要求事項に従う。

１０．JECTECが交付した認定等証書の証明する製品に関する全ての苦情の記録を残し、これらの記録をJECTECが利用をできるものとすること。また、次の事項を行う。

1 苦情及び要求事項への適合性に影響を与えると判明した製品に関して適切な処置をとる。
2 とった処置を文書化する。
１１．認定等証書の交付を受けた後次の変更等が生じた場合遅滞なくJECTECに通知する。
1 事業者の名称又は住所の変更

2 工場又は事業場及び名称又は住所の変更

3 場所の移転による工場又は事業場又は住所変更
１２　認定等証書の交付後、JECTECは、登録情報（申込者名、製品名及び証書番号）を公表できる。

１３．JECTECは、法令に基づいて機密の開示を求められた場合には、開示を求められた事項について申込者に通知した後に開示できる。なお、申請者が公開している情報及びJECTECと申請者とが合意している場合を除き、その他の全ての情報は機密にする。
１４．送付された製品試験用試料に損傷又は欠陥があって、JECTECが申込者にその旨を通知したときは、申込者は速やかに対策を講じる。
１５．認定等証書の更新申請の場合、有効期限の3カ月前までに申請手続きされない場合、新規の申請として取り扱う場合がある。

１６．JECTECは、逸失利益、将来の営業損失、生産の損失、お客様が締結した契約の解除・取消を含め、間接または結果損害に係る請求について責任を負わないものとする。
以上
（JECTEC記入欄）
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